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新年明けましておめでとうございます。

茨城県中小企業団体中央会および会員組合等なら

びに県内の中小企業の皆様には、旧年中も私どもの

経済調査へのご理解ご協力を賜るなど、大変お世話

になりました。厚く御礼を申し上げます。

本欄では、県内の経済情勢について、2021年の

動向を振り返ったうえで、2022年の展望を申し述

べたいと思います。

1．2021年を振り返って
（1）概観

2021年の県内経済は、大きな流れとしては持ち直

し方向でしたが、引き続き新型コロナウイルス感染

症の影響を受けて、その足取りは重い一年でした。

すなわち、海外経済がワクチン接種の進展等に伴い

総じてみれば回復を続け、輸出・生産が基調として

は増加したことなどから、私どもが毎月公表してい

る「茨城県金融経済概況」では、４月以降11月まで、

「新型コロナウイルス感染症の影響から、サービス消

費を中心に引き続き厳しい状態にあるが、基調とし

ては持ち直しつつある」との総括判断を維持しまし

た。もっとも、感染の波が繰り返される中で、対面

型サービスを中心に個人消費への下押し圧力が続い

たほか、輸出・生産も一部に東南アジアでの感染拡

大等による部品の供給制約の影響を受けました。

ただ、年終盤には、感染症が落ち着き緊急事態宣

言等も解除される中で個人消費に改善方向の動きが

みられたことから、私どもの上記の総括判断も、12

月に「～基調としては持ち直している」と、やや引

き上げました。

以下、主な需要項目等ごとに説明します。

（2）輸出・生産

海外経済は、ワクチンの接種状況や感染状況等に

より国・地域ごとにばらつきを伴いつつ、総じてみ

れば回復を続けました。これを受け世界の貿易量は

増加し、当県を含むわが国からの輸出は増加しまし

た。こうした中で、当県の鉱工業生産は、年前半は、

鉄鋼、化学、生産用機械等を中心にはっきりと増加

しました。もっとも、年半ば以降は、東南アジアに

おける感染拡大に起因する部品調達難、世界的な半

導体需要の増加に伴う半導体不足、海上輸送の停滞

等の供給制約から自動車関連を中心に減産を余儀な

くされる中、県内の関係企業の一部にもその影響が

みられました。

（3）個人消費 

感染の波が繰り返される中、私どもの「茨城県金

融経済概況」における個人消費の判断も、引き上げ

と引き下げを繰り返しました。また、一口に個人消

費と言っても、以下の通り、業態・品目等によって

感染症の影響等の顕れ方は様々でした。

・百貨店・スーパー販売は、衣料品等は弱含んで推

移しましたが、巣ごもり需要等から食料品が堅調

に推移したことなどから、全体としては底堅く推

移しました。

【図表１】鉱工業生産指数

（出所）茨城県「茨城県鉱工業指数」、経済産業省「鉱工業指数統計」

（四半期：季調済）
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・乗用車新車登録は、年前半は増加を続けました

が、年後半は部品等の供給制約からメーカーが減

産したことを受けて、需要があっても納期が長期

化し、減少しました。

・家電販売は、年初は昨年に引き続き巣ごもり需要

やテレワーク関連需要（パソコン、周辺機器等）

から堅調に推移しましたが、年央以降、これらの

需要の一服に加え、天候要因によるエアコン販売

低迷等もあり、弱含みました。

・宿泊・飲食サービスや対個人サービス（旅行等）は、

感染症による行政からの営業時間短縮等要請や県

民等の外出自粛の影響を繰り返し受け、厳しい状

態が続きました。もっとも、年終盤には、感染者

数の減少や、行政からの要請の解除等を受け、持

ち直し方向の動きがみられました。

（4）企業の売上げ・利益

私どもが四半期ごとに実施している企業短期経済

観測調査（以下、「短観」といいます。）の結果をみ

ますと、県内企業の2020年度の売上げ・利益は、

当初、減収・減益の計画でしたが、年度終盤にかけ

て上方修正され、結局、減収ながら、堅調な巣ごも

り消費や経費節減効果等から増益となりました。一

方、2021年度は、製造業における海外需要や半導

体関連需要の好調、非製造業における底堅い巣ごも

り需要や感染症の影響からの回復期待などから、直

近の2021年12月調査時点で、増収・増益の計画と

なっています。

（5）設備投資

県内企業の設備投資額を、短観でみますと、2020

年度は、感染症の影響により計画の絞り込みや先送

りなどの動きがみられたものの、一部で大型投資が

進められたことから、２年振りに前年度を上回りま

した。一方、2021年度は、前年度の大型投資の反動

などから、前年度を下回る計画となっています（2021

年12月調査時点）。需要増を受けて生産能力増強投

資を行う先や、事業を多角化するための投資を行う

先などがみられている一方で、供給制約等に伴う減

産を受け投資を抑制する先もみられています。

（6）企業の業況感

感染症の影響を含む上記の状況を映じ、短観にお

ける県内企業の業況判断D.I.（業況が「良い」と回

答した企業の割合から、「悪い」と回答した企業の割

合を差し引いた値）は、初めての緊急事態宣言直後

の2020年６月（▲27）を底に2021年３月（＋５）

まで改善した後、プラス（「良い」超）は維持したも

のの、その幅はやや縮小しました（12月：＋２）。

このうち、製造業は、半導体関連需要の好調等か

らから９月には＋13まで上昇しましたが、供給制約

の影響等から、12月は＋９と、やや低下しました。

【図表２】百貨店・スーパー販売額

（出所）経済産業省「商業動態統計」

（四半期：前年比、％）
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【図表３】県内企業の事業計画（2021年12月調査時点）

▽売上高・経常利益・設備投資額の前年度比� （％）

全産業 うち製造業 うち非製造業

20年度
実績

21年度
計画

20年度
実績

21年度
計画

20年度
実績

21年度
計画

売上高 ▲4.6 ＋6.4 ▲9.8 ＋11.5 ＋1.2 ＋1.3

経常利益 ＋10.2 ＋8.5 ＋0.7 ＋27.5 ＋14.2 ＋1.4

設備投資額 ＋6.7 ▲8.8 ＋17.6 ▲9.8 ▲15.1 ▲5.7

（出所）日本銀行水戸事務所「企業短期経済観測調査（短観）」
（注）設備投資額は、ソフトウェアを含み、土地投資額を除く。

【図表４】県内企業の業況判断指数（D.I.）

（出所）日本銀行水戸事務所「企業短期経済観測調査（短観）」

▽業況判断D.I.（「良い」ー「悪い」）の推移 （％ポイント）
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一方、非製造業は、感染症の影響から対面型サービ

ス業を中心に厳しい状況が続き、９月に▲８まで低

下するなど１年を通してマイナス（「悪い」超）での

推移となりましたが、感染症の落ち着き等から、12

月は▲４と、やや改善しました。

2．2022年の展望
2022年の茨城県経済は、基本的には、感染症と

供給制約の影響が和らいでいくもとで、輸出・生産

の増加や緩和的な金融環境、政府の経済対策の効果

にも支えられて、回復していくとみられます。もっ

とも、この基本的な見通しに対する不確実性は大き

い状況にあります。以下でポイントとなる事項につ

いて説明します。

（1）感染症が個人消費に与える影響

感染症への警戒感はまだ暫く続くと思われます

が、県内を含め全国で２回のワクチン接種率が米欧

を超える水準まで上昇したことは、半年前に比べる

と大きな変化です。今後、３回目の接種（いわゆる

「ブースター接種」）も進むとみられます。「ワクチン・

検査パッケージ」等、感染リスク抑制と経済社会活

動の両立に向けたその他の施策とも相まって、ペン

トアップ需要（抑えられていた需要）の顕在化等か

ら個人消費が持ち直していくことが期待されます。

実際、県内でも、感染が落ち着き９月に緊急事態宣

言等が解除された頃から、サービス消費等が持ち直

しつつあります。

ただし、新たな変異株を含む感染症の影響につい

ては、不確実性が極めて大きいことも事実です。

サービス消費等が持ち直しつつあるとはいえ、大

人数での宴会等はなかなか戻ってきていない模様で

す。そのうえ、感染再拡大や新たな変異株の影響か

ら人々の感染症への警戒感が再び強まったり、経済

社会活動を制約する行政上の措置が再び強まること

とならないか、引き続き注視が必要です。

（2）供給制約が輸出・生産に与える影響

海外経済は総じてみれば回復を続けており、海外

からの需要はデジタル関連財（半導体等電子部品、

半導体等製造装置、半導体関連素材等）を中心に堅

調です。加えて、東南アジアでの感染拡大に起因し

た部品調達難も、現地での感染状況改善に伴い、解

消方向にある模様です。完成車メーカー等では、部

品が確保され次第、需要を満たすために「挽回生産」

を行うことが見込まれています。これらの状況を踏

まえると、供給制約の影響が和らぎ、輸出・生産が

再びしっかりと増加していくことが期待されます。

ただし、このような基本的な見通しにもかかわら

ず、供給制約については不確実性も大きく、その影

響が拡大したり長期化したりするリスクには注視が

必要です。東南アジアからの部品調達については、

今後も、現地における感染状況等の影響を受ける可

能性があります。加えて、供給制約の背景には、東

南アジアにおける感染症の影響のほかに、半導体等

の需要が世界的に急激に拡大する中で供給力が追い

付いていないこともあるとみられます。このほか、

世界的に感染症の影響から経済社会活動が回復して

いく過程で生じている物流の停滞、人材不足等の供

給制約についても、基本的には解消していくとみら

れますが、解消に要する期間は見通しづらい状況に

あります。

（3）資源価格上昇の影響

昨年は、原油、天然ガス、銅などの資源価格が上昇

しました。これが企業収益等にどのような影響を与え

ていくか、注意深くフォローする必要があります。

資源の多くを輸入に頼っているわが国では、資源

価格の上昇は企業収益にマイナスに作用しそうで

す。もっとも、資源価格の上昇が世界的な需要の拡

大を伴っている場合には、輸出の増加や、海外から

の収益の増加により、企業収益にプラスにも作用し

ます。世界経済が総じてみれば回復を続けているこ

とを踏まえると、資源価格の上昇は、日本経済全体

でみると、収益の改善基調を損なうものとはならな

い可能性が考えられます。当県の短観においても、

前述の通り、12月時点の調査結果では、2021年度

の増益計画は維持されています。しかし、仮にそう

であっても、業種や企業規模、個々の企業の業務内

容によっては、マイナスの影響の方が大きくなるセ
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クター・企業もあるとみられます。例えば、直接輸

出を行っていない中小企業でも輸出企業に部品を供

給している先では、需要の拡大に伴うプラスの影響

が考えられる一方で、内需のみの非製造業では、仕

入価格上昇に伴うマイナスの影響の方が大きくなる

ことが考えられます。

（4）仕入価格上昇と価格転嫁

企業としては、資源価格の上昇や需給の引き締ま

りによる仕入価格の上昇に対し、販売価格を引き上

げて収益の確保を図ることも考えられます。短観に

は、「仕入価格判断D.I.」および「販売価格判断D.I.」

という項目があります。何れも、価格が「上昇」し

ていると回答した企業の割合から、「下落」している

と回答した企業の割合を差し引いた値です。

当県における昨年12月の調査では、仕入価格判断

D.I.は＋48と、2008年９月以来の高水準となりまし

た。３か月前（９月）の調査時の先行き予測値（＋

39）も上回っており、企業が想定していた以上に仕入

価格の上昇が広がっているとの結果となっています。

一方で、販売価格判断D.I.の方も＋12と、「上昇」

と回答した先の割合が「下落」と回答した先の割合

を上回りました。仕入価格判断D.I.との比較ではかな

り低いですが、それでも、（３か月前調査時の＋13を

除くと）販売価格判断D.I.としては1991年２月以来

の高水準です。今回調査の先行き予測値も＋15とさ

らに上がっており、企業では過去に比べると販売価

格への転嫁を進めていこうとしている模様です。

とはいえ、仕入価格判断D.I.の水準との格差が大

きいことに加え、これまでのところ企業が思ってい

たほどには販売価格への転嫁を進められていない

（今回調査結果＜＋12＞が、３か月前調査時の先行

き予測値＜＋15＞を下回った）こともまた事実であ

り、価格転嫁の動きが今後どうなるか、それが企業

収益、ひいては経済全体にどのような影響を与える

か、よくフォローする必要があります。

3．おわりに
２．で述べた通り、本年も、経済の先行きには不

確実性が大きく、難しい経営環境が続くとみられま

す。一方で、少子高齢化（需要先細りや、労働力確

保困難化への懸念）、グローバルな競争激化、脱炭

素化といった中長期的な環境変化も歩みを止めては

くれません。県内の中小企業関係者におかれまして

は、感染症を巡る状況等が日々刻々と変化する中で

も、これらの中長期的な環境変化への対応として、

デジタル技術も活用しつつ、生産性向上や高付加価

値化等の取組みを着実に進めて頂くことが重要では

ないかと思います。ひいてはそのことが、感染症

等の新たな環境変化への対応力にも繋がるとみられ

ます。人手不足対応としてのセルフレジの導入や、

人口減少による地域の商圏縮小への対応（販売チャ

ネルの拡大策）としてのeコマースの導入が、感染

症に伴う顧客や従業員の非接触ニーズへの対応にも

なっていることは、その一例です。

＊　＊　＊　＊　＊　＊　＊　＊

新年において感染症の影響が収束し景気回復が本

格化すること、また、茨城県経済の中長期的な成長

に向けて着実に歩みを進められるような一年となる

ことを心から祈念しております。また、そのため

に、私どもの立場からも微力ながら力を尽くして参

りますので、引き続きご指導のほど、よろしくお願

い申し上げます。

【図表５】県内企業の価格判断指数（D.I.）
▽仕入・販売価格判断D.I.（「上昇」－「下落」）の推移 （％ポイント）
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最　近 （先行き予測） 最　近 （先行き予測）

仕入価格判断D.I. ＋42 （＋39） ＋48 （＋44）

販売価格判断D.I. ＋13 （＋15） ＋12 （＋15）

（出所）日本銀行水戸事務所「企業短期経済観測調査（短観）」


